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経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and IndustryⅠー１．ＩＴ人材（特に高度人材）は不足している状況
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出所：厚生労働省「職業安定業務統計」より作成

ＩＴ人材の有効求人倍率 従業者数の充足感
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無回答

その他

エデュケーショ ン

ＩＴサービ スマネジメン ト

カ スタマサービ ス

ソフトウ ェ アデベロ ップ メン ト

アプ リケーショ ン スペシャリスト

ＩＴスペシャリスト

プ ロ ジェ クトマネジメン ト

ＩＴアーキテクト

コン サルタン ト

セールス

マーケティン グ

重点的に確保・育成を行いたい人材（複数回答） [% ]

28 .3

23 .5

59 .1

67 .8

11 .5

8 .4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材の量

人材の質

大幅に不足している やや不足している

特に過不足はない やや過剰である

無回答

（出所：ＩＴ人材市場動向予備的調査、情報処理推進機構（2008）） （出所：ＩＴ人材市場動向予備的調査、情報処理推進機構（2008））

出所：経済産業省「特定サービス産業動態統計調査」 （平成20年3月）
人材の「質」と「量」に対する過不足感

職種別ＩＴ人材需要
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7.6%

20.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

マーケティング
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（参考①）人材変動の状況（1）-特に重点的に確保・育成を図りたい職種-

今後、特に重点的に確保・育成を図りたい職種として最も回答が多かったのは、プロマネ、
アプリケーションスペシャリスト、ITスペシャリストがそれに続いている。コンサルタントを挙げる企業も多い。
他方、企業規模が大きいところはＩＴアーキテクトのニーズが高いのに比べ、中小ではアプリケーション、
ITスペシャリストのニーズが強い。
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ＩＴアーキテクト

プロジェクトマネジメント

ＩＴスペシャリスト

アプリケーションスペシャリスト

ソフトウェアデベロップメント

カスタマサービス

ＩＴサービスマネジメント

エデュケーション

その他

無回答

１０００名以上（N=41）

３００～１０００名未満（N=65）

１００～３００名未満（N=172）

１００名未満（N=72）

（特になし）

（特になし）

27.7%

22.4%

59.1%

35.6%

44.5%

23.0%
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12.0%
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2.8%

15.7%

コンサルタント

ＩＴアーキテクト

プロジェクトマネジメント

ＩＴスペシャリスト

アプリケーションスペシャリスト

ソフトウェアデベロップメント

カスタマサービス

ＩＴサービスマネジメント

エデュケーション

その他

無回答
（N=357）

（出所：ＩＴ人材市場動向予備的調査、情報処理推進機構（2008））
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企業規模別企業規模別全体全体

0% 20% 40% 60%

マーケティング

セールス

コンサルタント

5.3%

13.4%

9.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

マーケティング

セールス

コンサルタント

（N=357）

（参考②）人材変動の状況（２）-過去２年間で増加した職種-

下図は、過去２年間で、人材数が増加した職種を集計したもの。
APS、PM、ITSの順に増加したとの回答が多くなっている。セールスの伸びも、比較的高め。
増加した職種については、企業規模によって、大きな差が見られる（右図）。
大企業では、PMやコンサルタント、ITアーキテクト、中小企業では、開発系職種が多い。
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ＩＴアーキテクト
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無回答
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（出所：ＩＴ人材市場動向予備的調査、情報処理推進機構（2008））
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Ⅰー２．我が国ＩＴ人材の現状と課題
（産構審人材育成ＷＧ提言（平成１９年７月）より）

我が国のＩＴ人材の現状と展望

①産業としての魅力の欠如
・作り込みの受託開発が中心。

→欧米に比べて生産性・収益性が低い。
・ ＩＴ投資需要が増大する中で、長時間労働が常態化。

・学生から見た場合に、新たなフロンティアを開拓する発展性のある
業務に乏しい。

ＩＴ人材育成を巡る我が国の現状と課題

我が国の高度ＩＴ人材は、推計約１６万人。
我が国のＩＴ人材育成については、①産業としての魅力の欠如、②企業内における能力に応じた適切な処遇、

評価の欠如、③大学教育等における実践的教育の不足といった課題がある。

・高度人材約１６万人、基礎人材７０万人（企業ｿﾘｭｰｼｮﾝ系）
・組み込み系約２３万人、その他生産プロセス関連ＩＴ人材

35

ＩＴ人材の実態

テ
ク
ス
ペ

高度人材
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業務に乏しい。

②企業内における適切な処遇、評価の欠如
・人月工数主義の下で、高度な技能を有する技術者に対して適切な
処遇が行われていない。

・多くの企業において、業務に必要な知識やスキルが体系化、共通
化されておらず、個人レベルの資質にとどまっている。

・技術者個人にとって、将来的なキャリアパスが見えない。

③大学教育等における実践的教育の不足
・システム開発経験のある教員が少なく、また、実践的な教育を行う
上で適切なカリキュラム・教材が不足している。

・実践的なシステム開発のノウハウを修得するための学びの場が少
ない。

・企業から教員を招聘しようとしても、学内の慣習等により実行が困
難である。

（注１）「平成１７年度国勢調査」に「平成１８年度情報処理技術者試験統計」による業務別構成比を用い
て推計

（注２）「ＩＴｐｒｏ １万人調査」（2006年1月。日経ＢＰ社）の基礎人材と高度人材の割合を用いて推計。
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Trade and IndustryⅠ－３．目指すべき高度ＩＴ人材類型全体像

ビジネス戦略
・新たなビジネスモデルの創出
・新たなサービスの開発
・新たな製品開発（※）
・生産性の向上
・業務の効率化

基本戦略を支えるための IT

クリエーション系人材ソリューション系人材基本戦略系人材
技術革新
・W eb2.0
・ｵｰﾌﾟﾝ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
・ＸＭＬ、ＪＡＶＡ
・ＳＯＡ
・ＳａａＳ

②システムアーキテクト
・ＩＴアーキテクト
・ＩＳアーキテクト ③サービスマネージャ

技術革新を創造

⑥クリエータ
・ソフトウェアデ
ベロップメント

・ITアーキテクト

高度ＩＴ人材

CC-SE

CC IS

CC-CS

ビジネス戦略
・新たなビジネスモデルの創出
・新たなサービスの開発
・新たな製品開発（※）
・生産性の向上
・業務の効率化

基本戦略を支えるための IT

クリエーション系人材ソリューション系人材基本戦略系人材
技術革新
・W eb2.0
・ｵｰﾌﾟﾝ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
・ＸＭＬ、ＪＡＶＡ
・ＳＯＡ
・ＳａａＳ

②システムアーキテクト
・ＩＴアーキテクト
・ＩＳアーキテクト ③サービスマネージャ

技術革新を創造

⑥クリエータ
・ソフトウェアデ
ベロップメント

・ITアーキテクト

高度ＩＴ人材

CC-SE

CC IS

CC-CS

今後の我が国がめざすべき高度ＩＴ人材は、①経営における付加価値を創造する基本戦略系人材、

②信頼性や生産性の向上を実現するソリューション系人材、③技術イノベーションを創造するクリエーシ
ョン系人材の３つに大別され、どの分野においても、グローバルに活躍できる人材が求められる。

7

CC: Computing Curricula by IEEE/ACM ,
CS: Com puter Science, CE: Computer Engineering, IT: Inform ation Technology,
IS: Inform ation System , SE: Software Engineering

業務の効率化
・内部統制の強化

etc.
①ストラテジスト
・ビジネスストラテジスト
・ＩＳストラテジスト
・プログラムマネージャ
・ＩＳアナリスト
・コンサルタント
・マーケティング
・セールス

・プロダクトマネージャ

（グローバル系）

組込系
クリエータ
・プロダクト
マネージャ

・新たな開発手法
・新たな言語 etc④プロジェクトマネージャ

・プロジェクトマネジメント
・ブリッジSE
・開発プロセス改善
スペシャリスト

・システムアーキテクト ・ＩＴサービスマネジメント
・カスタマーサービス

・セキュリティアドミニストレータ
・ＩＳオーディタ

・ＩＳオペレーション

・ＩＳスタッフ

ハード
（チップ等）
開発者

最終組込
製品開発者

ソフトウェア
開発者

※新たな製品
開発

・高速
・大容量
・省エネ
・環境対応
・安全・安心
・メカトロのＩＴ化
・W ebへの融合

CC-IT

CC-IS

CC-CE

CC-IT

組込系
アーキテクト

・システムアーキテクト

CC-SE

⑤テクニカルスペシャリスト

・システムデザイナー

・アプリケーションデザイナー
・アプリケーションスペシャリスト
・ＩＴスペシャリスト

・ソフトウェアデベロップメント
・ドメインスペシャリスト

・ソフトウェアエンジニア
・QAスペシャリスト
・テストエンジニア
・開発環境エンジニア

・組込系
ソフトウェアエンジニア

⑦その他
・エデュケーション

CC: Computing Curricula by IEEE/ACM ,
CS: Com puter Science, CE: Computer Engineering, IT: Inform ation Technology,
IS: Inform ation System , SE: Software Engineering

業務の効率化
・内部統制の強化

etc.
①ストラテジスト
・ビジネスストラテジスト
・ＩＳストラテジスト
・プログラムマネージャ
・ＩＳアナリスト
・コンサルタント
・マーケティング
・セールス

・プロダクトマネージャ

（グローバル系）

組込系
クリエータ
・プロダクト
マネージャ

・新たな開発手法
・新たな言語 etc④プロジェクトマネージャ

・プロジェクトマネジメント
・ブリッジSE
・開発プロセス改善
スペシャリスト

・システムアーキテクト ・ＩＴサービスマネジメント
・カスタマーサービス

・セキュリティアドミニストレータ
・ＩＳオーディタ

・ＩＳオペレーション

・ＩＳスタッフ

ハード
（チップ等）
開発者

最終組込
製品開発者

ソフトウェア
開発者

※新たな製品
開発

・高速
・大容量
・省エネ
・環境対応
・安全・安心
・メカトロのＩＴ化
・W ebへの融合

CC-IT

CC-IS

CC-CE

CC-IT

組込系
アーキテクト

・システムアーキテクト

CC-SE

⑤テクニカルスペシャリスト

・システムデザイナー

・アプリケーションデザイナー
・アプリケーションスペシャリスト
・ＩＴスペシャリスト

・ソフトウェアデベロップメント
・ドメインスペシャリスト

・ソフトウェアエンジニア
・QAスペシャリスト
・テストエンジニア
・開発環境エンジニア

・組込系
ソフトウェアエンジニア

⑦その他
・エデュケーション



METI

経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and Industry

Ⅱ．IT人材育成の支援強化
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Trade and IndustryⅡー１．高度ＩＴ人材の育成に向けたこれまでの取組

北海道大学

慶應義塾大学

九州産業大学 県立広島大学

千葉工業大学

筑波大学筑波大学

茨城大学茨城大学

大阪府立高専

前橋工科大学

芝浦工業大学

立命館大学

宇都宮大学宇都宮大学
鳥取環境大学

東北工業大学

宮城大学

長崎大学

平成16年度事業実施機関

平成17年度事業実施機関

平成18年度事業実施機関

（影：複数年度の実施実績を持つ機関）（影：複数年度の実施実績を持つ機関）

（点線：ＦＤプログラム実施機関）

東北大学

仙台電波高専

東北学院大学

琉球大学

北海道情報大学

静岡大学

北海道大学

慶應義塾大学

九州産業大学九州産業大学 県立広島大学

千葉工業大学

筑波大学筑波大学

茨城大学茨城大学

大阪府立高専

前橋工科大学

芝浦工業大学

立命館大学

宇都宮大学宇都宮大学
鳥取環境大学

東北工業大学

宮城大学

長崎大学

平成16年度事業実施機関

平成17年度事業実施機関

平成18年度事業実施機関

（影：複数年度の実施実績を持つ機関）（影：複数年度の実施実績を持つ機関）

（点線：ＦＤプログラム実施機関）

東北大学

仙台電波高専

東北学院大学

琉球大学

北海道情報大学

静岡大学

全国２７大学・高専で産学協同による実践的IT教育の実証事
業を実施。
延べ受講者数は学生２,６１７人。
２００６年度に実施したFDプログラムには３５人の教員が参画。
２００４年度から２００６年度に実施された実証事業２９ケース
のうち、現在でも概ね７割の高等教育機関で改良され、取組が
継続。
上記事業にて使用されたカリキュラム、シラバス、教材、また、
講師名、協力企業等について、IPAにてデータベース化作業を
実施中。

経産省「産学協同実践的IT教育事業」（H16～18年度）

9

重点協力校：筑波大学、九州大学（２校）
協力校：東海大、立命館大、宇都宮大、静岡大、琉球大（５校）

経団連「拠点大学院構想」 (H18～）

文科省「先導的ＩＴスペシャリスト育成推進プログラム」(H18～）

高度ソフトウェア人材：筑波大、東京大、名古屋大、大阪大、九州大、慶應義塾大（６拠点／H18～）
高度セキュリティ人材：奈良先端大、情報セキュリティ大（２拠点／H19～）

東海大学東海大学高知工科大学
千葉工業大学

金沢工業大学

東京工科大学

鹿児島大学
東海大学東海大学高知工科大学

千葉工業大学

金沢工業大学

東京工科大学

鹿児島大学

【産学協同実践的IT教育事業実施機関】



METI

経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and IndustryⅡ－３．各スキル標準及び共通キャリア･スキルフレームワークの関係

各スキル標準の対象とする領域や構造
の差異も踏まえつつ、共通化できる知識項
目や職種毎のレベル感について、整合化
を進めるためのメタモデル。新たな情報処
理技術者試験もこれに対応する形で２００
９年春より実施予定。

情報処理技術者試験と各スキル標準の比較 参照モデルとしての共通キャリア・
スキルフレームワーク

情報処理技術者
試験

ITスキル標準
（ITSS）

組込みスキル標準
（ETSS）

情報システムユー
ザースキル標準
（UISS）

公開
時期
1969年 2002年12月 2005年5月 2006年6月

実施
主体
ＩＰＡ/情報処理技
術者試験センター

IPA/ITスキル標準セ
ンター

IPA/ソフトウェア・
エンジニアリング・
センター（SEC）

経済産業省

目的

ＩＴ人材に必要な知
識、技術、能力を
明確にし、業務を
遂行するために必

ITサービス・プロ
フェッショナルの育
成・教育に有用な共

組込ソフトウェア開
発に関する人材育
成、活用を実現す

情報システムを活
用するユーザ企業
／組織において必
要となるスキルを
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共通キャリア･
スキルフレームワーク

情報処理
技術者試験

ＩＴスキル標準
（ＩＴＳＳ）

組込み
スキル標準
（ＥＴＳＳ）

情報システム
ユーザー
スキル標準
（ＵＩＳＳ）

要な知識、技術、
能力を明確化する。

通の指標。 るための指標。
要となるスキルを
体系化した指標。

主な
対象
ベンダ・ユーザ ベンダ 組込みエンジニア ユーザ

切り
口
人材（試験職種）

人材 （キャリアフ
レームワーク）

技術 （スキルフ
レームワーク）

組織機能と業務

構造
（注）



METI

経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and IndustryⅡ－４．情報処理技術者試験の改訂とポイント

共通キ リア スキルフレ ムワ クのレベ

① ＩＴの企業価値の中核への浸透
② ＩＴ開発・提供の基本構造の変貌

③ グローバルでシームレスなＩＴ供給を踏まえ、
中長期的な観点からＩＴ人材についての将来展
望と戦略が必要

ITを巡る３つの構造変化

試験改革の７つのポイント

11

� 共通キャリア・スキルフレームワークのレベ
ル判定のツール化

� 広く職業人一般に求められる基礎的な知識
を問う「ITパスポート試験」を創設

� 「情報システム」ベンダ側人材とユーザ側人
材の一体化

� 「組込システム」の重要性の高まりに対応
� 受験者の利便性の向上
� 高度試験の区分を１１から９区分に整理、統
合

� 最新の技術動向を反映した出題範囲の抜本
的見直し



METI

経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and Industry

◆米国標準ＩＴ教育ｶﾘｷｭﾗﾑCC2005
① CS （Computer Science） ･･･ 情報処理の基礎理論を扱う分野。コンピュータ科学。②から⑤の入門・基礎部分も含む。

② CE （Computer Engineering） ･･･ 電子回路等、ハードウェアに関する知識を重点的に扱う分野。

③ SE （Software Engineering） ･･･ ソフトウェアの開発プロセス等、ソフトウェア開発に関する内容を扱う分野。

④ IS （Information Systems） ･･･ ビジネスにおけるITの戦略的活用を扱う分野。経営に関わる内容等も含む。

⑤ IT （Information Technology） 企業等の組織におけるIT基盤の構築 維持に必要な知識を扱う分野

情報処理学会において、産業界及び独立行政法人情報処理推進機構と連携しつつ、米国標準
IT教育カリキュラムCC2005をベースに、情報専門教育の日本版カリキュラム標準Ｊ０７を策定中。

産学連携人材育成パートナーシップを通じて、産業界とも意見を摺り合わせているところ。

Ⅱー５． 情報専門教育のカリキュラム標準Ｊ０７の概要
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・現在CC２００５に対応した標
準を策定中
・J07（CS,CE,IT,IT,SEの５分
野）
【（社）情報処理学会】

理
論

応
用

Computer Science Software
Engineering

Computer
Engineering

Information
Systems

Information
Technology

組織的課題と情報システム

アプリケーション技術

ソフトウェア開発の方法と技術

システムインフラ
コンピュータハードウェア

理論的 応用的

⑤ IT （Information Technology） ･･･ 企業等の組織におけるIT基盤の構築・維持に必要な知識を扱う分野。

産業界

産学連携人材育成パート
ナーシップ

ＩＰＡ



METI

経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and Industry

共通キャリア・スキルフレームワークの中分類に対応する
J07カリキュラム標準の知識項目数

共通キャリア・スキルフレームワーク

分野

テ
ク
ノ
ロ
ジ
系

大分類 中分類

基礎理論1
2
3
4
5
6
7
8
9

10

1 基礎理論

2 コンピュータシステム

技術要素3

アルゴリズムとプログラミング

コンピュータ構成要素

システム構成要素

ソフトウェア

ハードウェア

ヒューマンインタフェース

マルチメディア

データベース

ネットワーク

Ｊ07カリキュラム標準
ＣＳ ＣＥ ＩＳ ＳＥ ＩＴ ＧＥ

15.0 38.0 20.0 6.0

22.0 9.0 5.0

14.0 15.3 14.0

36.0

5.0 7.0

12.0

12.0

16.0 7.0

6.0

17.0

14.5 15.0 8.0

6.5

6.0 7.5

4.0

8.0 12.5 13.0

9.5

6.0 12.0 4.0

8.0 2.0

3.0 1.0 1.0 1.5

1.0 2.0 1.5 1.5

2.0

1.5 2.0 2.0

2.0

4.0 2.0

1.0

1.0

11.0

7.0

（参考）

当該領域におけ
る項目数が１～
５位の中分類
（ＧＥのみ１～
４位）

当該領域におけ
る項目数が６～
10位の中分類
（ＧＥのみ５～
７位）
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マネジ
メント
系

ス
ト
ラ
テ
ジ
系

11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23

開発技術

プロジェクトマネジメント

サービスマネジメント

システム戦略

経営戦略

企業と法務

4

5

6

7

9

8

セキュリティ

システム開発技術

ソフトウェア開発管理技術

プロジェクトマネジメント

サービスマネジメント

システム監査

システム戦略

システム企画

経営戦略マネジメント

技術戦略マネジメント

ビジネスインダストリ

企業活動

法務

該当項目なし

14.0

140.525.019.5

25.5

47.519.5

5.0

27.5

36.0

18.0

5.0

7.5 4.0

6.0 4.0

3.0 4.0

3.07.0

4.512.517.014.86.0

10.0

2.03.5

3.0

3.0

1.0

3.0

8.0

2.5 2.0

6.0 0.5

1.0

1.0 0.5 3.0

13.0 1.5 2.0

6.0

1.0

1.0

0.5 2.0

2.0

1.0 5.8 1.0

1.0

※J07の領域によっ
て知識項目の詳細
度は異なるので、
異なる領域間での
数値の比較は意味
を持ちません。

※複数の中分類に
対応するJ07の知
識項目は按分処理
しています。端数
のため合計が一致
しない場合があり
ます。

合計 138 205 250 301 81 50



METI

経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and Industry

Ⅱー６．産学人材育成パートナーシップ情報処理分科会

経済産業省と文部科学省が連携し、平成１９年１０月、産学人材育成パートナーシップを立ち上げ。

ＩＴ分野についても、産学のキーパーソンが集結した情報処理分科会を設置し、平成１９年１１月から始動。

深刻なＩＴ人材不足への、特に高度ＩＴ人材の育成に向けて、産学の共通認識を醸成し、双方の持つ問題

を正面から捉えた具体的な取組を検討。

＜検討状況＞

１．ＩＴ分野で求められる人材像１．ＩＴ分野で求められる人材像

－我が国の強みである応用力を活かせる人材の育成

－現場からＩＴを活用した企画提案を発信できる人材

－技術者倫理に根ざし、後輩に技術を伝承する人材 等

＜分科会メンバー＞
座長 阿草 清滋 名古屋大学大学院情報科学研究科 教授
委員 雨宮 真人 九州大学大学院システム情報科学研究院 特任教授
委員 有賀 貞一 （株）ミスミグループ本社 代表取締役副社長
委員 尾家 祐二 九州工業大学情報工学部 教授・副学部長
委員 岡本 晋 （社）情報サービス産業協会 副会長

（ＩＴホールディングス（株） 代表取締役社長）
委員 小柳 義夫 工学院大学情報学部長／東京大学 名誉教授
筧 捷彦 情報 学会情報 教育 会
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－教員評価体制における教育と研究のバランス

－実践的教育の普及・拡大

－情報系学部教育の魅力や可能性の提示 等

２．情報系学生に求められる知識・能力２．情報系学生に求められる知識・能力

－ＩＴ専門分野の基礎を習得した上で、チームによる

システム開発・構築体験に準じた教育に基づく実践力

３．産業界（ＩＴ分野）の課題３．産業界（ＩＴ分野）の課題

－能力・資質・実績をもつ人材の適切な評価・処遇

－業界特有の産業構造の改善、現場労働条件の改善

－企業外活動に対する制約等の緩和 等

４．教育界（ＩＴ分野）の課題４．教育界（ＩＴ分野）の課題

委員 筧 捷彦 情報処理学会情報処理教育委員会 委員長
／早稲田大学理工学部 教授

委員 佐藤 政行 セブン＆アイ・ホールディングス 執行役員シニアオフィサー
委員 重木 昭信 （社）経団連 情報通信委員会高度情報通信人材育成部会部会長

（（株）ＮＴＴデータ 代表取締役副社長）
委員 重松 崇 トヨタ自動車（株） 常務役員
委員 嶋岡 正充 （社）日本情報システム・ユーザー協会 理事

（ソニー生命保険（株） 執行役員専務）
委員 冨田 哲朗 東日本旅客鉄道（株） 代表取締役副社長
委員 中島 純三 （社）電子情報技術協会 情報・産業社会システム部会 委員

（（社）日立製作所 執行役常務 情報・通信グループ副グループ長）
委員 西尾 章治郎 大阪大学 理事・副学長
委員 本位田 真一 国立情報学研究所 教授／東京大学 教授
委員 安田 晃 総務省ＣＩＯ補佐官／（社）日本技術士会 理事
委員 吉田 松雄 全国専門学校情報教育協会 会長／（学）吉田学園 理事長
委員 和田 成史 （社）コンピュータソフトウェア協会 会長

（（株）オービックビジネスコンサルタント 代表取締役社長）

＜事務局＞ 文部科学省高等教育局 専門教育課
経済産業省商務情報政策局 情報処理振興課
独立行政法人 情報処理推進機構ＩＴ人材育成本部

＜オブザーバー＞ 内閣官房 ＩＴ担当室 / 総務省通信政策局 情報通信利用促進課



METI

経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and IndustryⅡー７．ＩＴ人材育成強化・加速プログラム構想

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ
/ ｴｸﾞｾﾞｸﾃｨﾌﾞ

専門家コミュニティ活動支援専門家コミュニティ活動支援

・ﾓﾃﾞﾙｷｬﾘｱ開発計画整備事業・ﾓﾃﾞﾙｷｬﾘｱ開発計画整備事業

産学連携ＩＴ教員強化事業産学連携ＩＴ教員強化事業

産学ＩＴ人材育成憲章の策定産学ＩＴ人材育成憲章の策定
高度ＩＴ人材の育成に向けて、産学で自ら実
践すべきことを宣言

形成過程にある専門家コミュニティに対し、
若い世代のためのﾓﾃﾞﾙｷｬﾘｱ開発計画策定
や専門家の国際活動等を支援

産業界出身教員のﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ･ﾒﾆｭｰや人材情
報ﾊﾞﾝｸを整備するとともに 大学教員の企

ＩＴ人材育成機関連携強化ＩＴ人材育成機関連携強化

ＩＰＡ、ＮＩＩや拠点校の連携を強化し、ＩＴ人材
育成の中核機能を実現

ＩＴ人材育成を抜本的に強化するため、文部科学省と経済産業省が連携して、各施策を包括的なプログラムとして展開。

社会人

大学

企業

ス
キ

キャリア開発計画整備

適切な評価による処遇

組織外活動の活性化

専門家ｺﾐｭﾆﾃｨ活
動支援

専門家ｺﾐｭﾆﾃｨ

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ教育のための
体制強化

活
用

産業界教員ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑ＆人材ﾊﾞﾝｸ

モ
デ
ル
キ
ャ
リ
ア
開

国際展開
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高等教育

先導的ＩＴｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ育成推進事業先導的ＩＴｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ育成推進事業

人材育成関連ツール整備事業人材育成関連ツール整備事業

高度ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ実践事業高度ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ実践事業

突出したＩＴ人材発掘・育成事業突出したＩＴ人材発掘・育成事業

報ﾊ ﾝｸを整備するとともに、大学教員の企
業へのｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟを支援

社会人再教育に取り組む大学院から重点校
を選抜し、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発等を支援

新情報処理技術者試験制度の普及、スキ
ル標準の更新・整備や民間認証機関支援に
加え、スキル標準とｶﾘｷｭﾗﾑ標準に基づいた
学習達成・能力伸張評価手法の開発・普及

学生が企業の先端的開発現場を経験するｲ
ﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟを大規模に展開

突出したアイデアや技術を持つ若い人材を
発掘・育成ＩＴﾘﾃﾗｼｰ向上のための初等中等学校の情

報化教育のﾍﾞｽﾄﾌﾟﾗｸﾃｨｽ等の収集・普及や
若年者向け集中合宿等の実施

社会人ﾘｶﾚﾝﾄ教育強化推進事業社会人ﾘｶﾚﾝﾄ教育強化推進事業

先導的ＩＴｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄの育成に取り組む拠点
校の取組及び成果の全国展開を支援

知識体系整合化

大学
学部

大学院

情
報
処
理
技
術
者
試
験

キ
ル
標
準

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
標
準

ス
ー
パ
ー
ク
リ
エ
ー
タ
ー

先導的ＩＴ

ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ事業

学習達成・能力伸張評
価手法の開発

ＦＤﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

ＩＴ人材白書の発刊

ｶﾘｷｭﾗﾑ標準活用・普及

ｶﾘｷｭﾗﾑ標準に基づく非情
報系へのＩＴ教育

育成ツールのＤＢ化

活
用

高度ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ

大学教員ｲﾝﾀｰ
ﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

開
発
計
画
（Ｃ
Ｄ
Ｐ
）

ﾘｶﾚﾝﾄ教育の
構築

ＩＴ人材育成関係
機関の連携体制

連動 連動

早期ＩＴ教育強化事業早期ＩＴ教育強化事業
若年層向けＩＴ集中合宿 教育ﾍﾞｽﾄﾌﾟﾗｸﾃｨｽの収集・普及初等中等

教育



METI

経済産業省
Ministry of Economy,
Trade and IndustryⅡー８．高度IT人材育成推進体制の整備（ナショナルセンター的機能の強化）

産学人材育成パートナーシップ情報処理分科会等の議論を踏まえ、産学連携による高度ＩＴ人材育成を具体化すべく、産学人材
育成パートナーシップ情報処理分科会の下に産学連携ＩＴ人材育成実行ワーキンググループを設置。

－ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟのあり方（学生、若手教員）
－ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ実施体制（マッチング等）

インターンシップ

産学連携ＩＴ人材育成実行ＷＧ

産業界（経団連、業界団体、企業Ｇ等） 高度ＩＴ人材育成拠点校等

産学人材育成ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ情報処理分科会

－優秀な実務者の推薦
－ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ先の確保

優良な就業先の確保

－実践的教育の実施

筑波大Ｇ、九大Ｇ、東大Ｇ、名古屋大Ｇ

大阪大 慶応大

産学人材育成ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ 文部科学省と経済産業省の連携で平成１９年１０月に発足。
座長： 榊原経団連副会長、梶山国大協副会長

産学人材育成パートナーシップの９つの分科会の一つ。

座長：阿草名古屋大教授。
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教員となる優秀な実務者の大学への紹介

教員候補実務者へのﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ（集中講義型研修等） 大学教員の実践的教育力の強化（セミナー等）

大学教育における講義内容の体系化・教育手法等 ＰＢＬにおける指導能力の強化

育成強化ターゲットに対応した
教材・カリキュラム開発 育成強化ターゲットに対応した

教材・カリキュラム開発開発支援

開発支援

ＦＤ実施

教員サポート

ＩＴＳＳレベル１～４
文理系の一般教育
理系専門教育
（マスター含む）

ＩＴＳＳレベル４以上
先端技術人材
（ドクター、研究者）
社会人経験者

－ﾘｶﾚﾝﾄ教育に求められること

リカレント教育

教 員
経済産業省 文部科学省

ＩＰＡ 国立情報学研究所

－優良な就業先の確保 大阪大Ｇ、慶応大Ｇ

連
携

連
携

企業内教育をサポートする大学教員の紹介
教員の紹介

平成２０年１０月１日、連携協定締結

教材・カリキュラム
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○文部科学省と連携した産学人材育成パートナーシップの下、平成１９年１１月に設置した情報処理分科会で検討した内容を具
体化。
○ＩＴ人材の不足は深刻な状況であり、それを打開するために産学連携によって早急に取り組むべき教員強化等の施策を展開
する。

基本スキーム

（１）産学連携ＩＴ教員強化事業

ソフトウェアエンジニアリングや実践的な教育が行える教員の不足

産業界出身教員は体系的な教育トレーニングを受けていない

従来のインターンシップは短期研修的で開発現場を未体験

産学のＩＴ教員の課題

Ⅱー９．ＩＴ人材育成強化加速事業

事業の概要

産業界出身教員候補者に対する教育プログラムの開発

産業界

①教員育成プログラム

教員・学生の実践的な開発現場へのインターンシップの展開

大学・大学院教員

大学・大学院生 ②実践的インターンシップ

教員育成実施機関によるカリキュラムの開発とト
レーニングの実施

産業界の協力
産業界

国内での実習プログラムへの参加
専門教育課程等への短期派遣

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発

専門家コミュニティの課題

学生・若いＩＴ技術者へのキャリア・パスの未提示

ＩＴ産業界の魅力の情報発信不足

技術者個人の専門家としての企業外活動に対する企業側の評価及
び文化の形成が不十分

（２）専門家コミュニティ活動支援事業

（３）ＣＩＯ育成カリキュラム策定事業

ＣＩＯのスキルや育成手法が体系的でない

ＣＩＯの課題

大学 大学院生 ②実践的インターンシップ の取り付け

学生・若い技術者がキャリア・パスをイメージできるようＩＴ技術者の職種毎のモデルキャリ
ア開発計画（ＣＤＰ）の策定を検証する

○○協会

①モデルキャリア開発計画（ＣＤＰ）

等
専門家コミュニティ

若手専門家育成
先端技術の情報発信

国際標準化活動

専門家コミュ
ニティの形成

②専門家コミュニティ活動支援

専門家コミュニ
ティ活動の向上

活発化

○○協会 ○○学会

企業経営者に対するＣＩＯ育成カリキュラムの開発・運用

ユーザー企業CIOコミュニティ 専門家コミュニティ

実践的事例 学術的知見

CIO育成カリキュラム見直し 広報・認定

機能 役割 スキル ．．．．

17
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M leMiddle

H hHigh

レベル７レベル７

ＰＭとして
独立し 責

【経営者ｺｰｽ】

社 長
↑
Ｃ Ｉ Ｏ
↑

ＩＴ担当役員

○企業の代表とし
て経営に従事

Ⅱー１０．プロジェクトマネージャ（ＰＭ）のキャリアパスモデル（案）
＝ ＰＭのモデルキャリア開発計画に関するヒアリング結果に基づき想定した典型的なキャリアパスの事例 ＝

【ﾌﾟﾚﾐｱﾑPMｺｰｽ】

超大規模・超難
度ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
↑

大規模・高難度
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

【ｴﾃﾞｭｹｰﾀｺｰｽ】

業界のﾘｰﾀﾞｰ
↑

企業Ｇ内のﾘｰﾀﾞｰ
↑

企業内のﾘｰﾀﾞｰ

○ハイエンドＰＭからの３つのキャリアパス 例

○我が国を代表するようなプロ

○人材育成を担当
○社外コミュニティ活
動等を通じ、企業の
枠を超えて活躍

○将来のＰＭ候補と
してマネージメント
能力を実践的に習得

○自らのスタイルや哲学を

○より挑戦的なプロジェクトへの参加立候補、
海外赴任、抜擢などにより、それまでの延長
線上とは異なった環境の中でスキルアップ
するとともに自らのスタイルや哲学を形成

転
機

ＰＭとして難度の
高い業務を担当。
子会社出向、ユー
ザー常駐、海外勤
務等も経験

※

E yEntry

レベル１レベル１

工学部
情報工学 等

担当 主任

プログラマ・ＳＥとして、
システム開発に従事

独立し、責
任を持って
業務を担当

○PMとして有用な
スキルの一つを
体系的に勉強す
るとともに、幅広
い教養を吸収

課長
☆新人研修
ＩＴの基礎理論
をOff－JTで習得
☆情報系出身者は一
早く現場で活躍

☆ＯＪＴに
て実践的
なスキル
の向上

担当部長 部長 事業本部長 役 員

○我が国を代表するようなプロ
ジェクトをマネージメント
○ライン職とは異なる給与体系

☆断続的な
スキルアッ
プのための
研修

☆Ｏｆｆ－ＪＴ
による海
外留学等

サブＰＭとしてプロ
ジェクトのサブリー
ダー等を担当。 ○基本的な開発業務に

従事することで、仕事を
しながら業務スキル、
知識が向上

能力を実践的に習得
○自ら タイ や哲学を
洗練させ、確立していくこと
で目に見える成果を達成
○社内のリーダー的存在に
なり後進育成等にも従事

入 社 か ら の 経 年

１～５年目 ６～１０年目 １１～１５年目 １６～２０年目 ２１～２５年目 ２６年目～
大学・専門学校

プ
ロ
フ
ァ
イ
ル

役 職

職 種

研修等

プロジェクトマネージャ（ＰＭ） プレミアムＰＭなど

転
機

※ 今回のヒアリングで類型化できたキャリアパスが３種類だったものであり、ハイ
スキルのＰＭのキャリアパスが３種類に限定されるというものではない。
※ 「ｴﾃﾞｭｹｰﾀｺｰｽ」は後進育成を中心としたキャリアパスを、「ﾌﾟﾚﾐｱﾑＰＭｺｰｽ」は
より大規模で難易度の高いプロジェクトに携わるキャリアパスを、「経営者ｺｰｽ」
は企業経営に携わるキャリアパスをそれぞれ仮称したもので厳密な定義を有す
るものではない。
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事業内容

実施体制

１）創造性等に秀でたソフトウェアの開発を行う優れた能力を有する個人（又は数名のグルー
プ）を支援。
２）過去の事業成果や世界的動向から、優れた技術者は若年層から出ることが多い一方で、
見出される可能性は、相対的にも非常に限定的であるため、若年層を対象とした枠を設定。
３）個人のアイディアを積極的に評価する観点から、複数の審査員による合議制ではなく、ＩＴ
分野において優れた実績と能力を持つプロジェクトマネジャー（ＰＭ）が、それぞれ独自の視
点からの評価に基づきプロジェクトの選定を行い、その後の進捗管理、評価まで責任を負う。
４）個人（又はグループ）が開発等に没頭できるようにし メンター役も果たせるプロジェクト実

事業運営・管理：IPA＜人材発掘＞

Ⅱー１１．スーパークリエータの発掘・支援

４）個人（又はグループ）が開発等に没頭できるようにし、メンター役も果たせるプロジェクト実
施管理組織を設け、プロジェクト管理や成果報告書の作成等を支援。

５）優れた個人・技術の海外展開をサポートするため、国際展示会出展支援、海外におけるベ
ンチャーキャピタリスト、ビジネスパートナー等とのマッチングの場の提供を行う。
６）これまで本事業で採択された開発者のネットワーク形成、さらには、CEO、ベンチャーキャ
ピタリスト、市場開拓専門家等の出会いの場（未踏フォーラム（仮称））を提供しし、未踏コ
ミュニティを形成していく。
７）人材活用の基盤となる開発者データベース（未踏iPedia（仮称））を整備し、本事業で採択
された開発者及びプロダクト等に関する情報を提供する。

＜人材活用・環境整備＞
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将来のＩＴ産業を担う若年層に対し、産業界と連携した早期ＩＴ教育を実施する。
２００９年度は対象プログラムと参加人数をさらに拡充予定。２００９年度は対象プログラムと参加人数をさらに拡充予定。

求められるＩＴ人材像 【セキュリティキャンプ・キャラバン
withプログラミング】
全国各地での１日講習会
・2007年度参加者数／約400人
・場所：（稚内、仙台、筑波、横浜、山梨、
大阪、鳥取、沖縄）

『セキュリティキャンプ2007』

•参加者数／35名 （応募者数／168名）
•開催日：8月13日（月）～8月17日（金）
•場所：（財）海外職業訓練協会（海浜幕張）

『セキュリティ＆プログラミングキャンプ2008』

•参加者数／46名 （応募者数／260名）

テ
ク
ニ
カ

ス
ペ
シ
ャ
リ
ス

テ
ク
ニ
カ

ス
ペ
シ
ャ
リ
ス

プログラマー

セキュリティ人材

プ

Ⅱー１２．セキュリティ＆プログラミングキャンプ

ＩＴアーキテクトＩＴアーキテクト

プロジェクトマネージャプロジェクトマネージャ

組込系アーキテクト組込系アーキテクト

ＩＴサービスマネジメントＩＴサービスマネジメント

夏期休暇期間を利用した、合宿形式の講習会を行う。
◆技術講習、実習、グループ実習
◆職業意識の向上に向けた企業見学会
◆若手技術者との交流会
◆法曹界関係者や企業の方による特別講義 等

講義内容

・・・等

参加者数／46名 （応募者数／260名）
•開催日：8月13日（水）～17日（日）
•場所：（財）海外職業訓練協会（海浜幕張）

ルス
ト
ルス
ト ＯＳＳ技術者

『セキュリティ＆プログラミングキャンプ２００９』

2009年度は対象プログラムをさらに拡充
募集人数100名程度

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
拡
充
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Ⅲ．国際展開・国際化の動向

21
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Trade and IndustryⅢー１．情報処理技術者試験のアジア展開

３０年以上の歴史と実績を誇る我が国の情報処理技術者試験をアジア展開。
日本の技術体系に基づいてアジアのＩＴ人材の流れをシームレス化。

中国中国
韓国韓国

モンゴルモンゴル

・実施機関 電子教育センター
・ＭＯＵ締結日 Ｈ１4．1．31
（H17.3.3追加区分認証）
・試験区分 ｼｽﾃﾑｱﾅﾘｽﾄ、

上級ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾏ、
初級ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾏ

・実施機関：国家ＩＴパーク
・ＭＯＵ締結日： Ｈ19．8.29
・試験区分：基本情報技術者

・実施機関 韓国産業人力公団
・ＭＯＵ締結日 Ｈ１３．1２．24
・試験区分 情報処理産業技師

情報処理技師
情報機器運用技能士

・法務省告示日 H14.7.19

※相互認証･･･１１ヶ国・地域

※「法務省告示」とは入国規
制緩和措置の法務省告示日。

22

シンガポールシンガポール タイタイ

ベトナムベトナム

フィリピンフィリピン

ミャンマーミャンマー

マレーシアマレーシア

インドインド

初級ﾌ ﾛｸ ﾗﾏ、
NWｴﾝｼﾞﾆｱ、
DBｴﾝｼﾞﾆｱ

・法務省告示日 H14.7.19
・実施機関 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｺｰｽ認定協会
・ＭＯＵ締結日 Ｈ１３．２．９

(H17.8.4追加区分認証）
・試験区分 基本情報技術者

ソフトウェア議実者
アプリケーション
エンジニア

・法務省告示日 H13.2.9

・実施機関 情報処理技術標準
試験財団

・ＭＯＵ締結日 Ｈ14．4．17
・試験区分 基本情報技術者
・法務省告示日 H15.5.30

・実施機関 国立電子ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ
技術ｾﾝﾀｰ

・ＭＯＵ締結日 Ｈ14．6．25
・試験区分 ﾃｸﾆｶﾙｴﾝｼﾞﾆｱ
（ﾈｯﾄﾜｰｸ、ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ）
基本情報技術者

※２００６年４月に試験再開、今後入国
規制緩和手続きを予定

・実施機関 情報技術試験訓練支
援ｾﾝﾀｰ他

・ＭＯＵ締結日 Ｈ14．7．4
（H17.1.18ＳＷ区分追加認証）

・試験区分 基本情報技術者
ソフトウェア技術者

・法務省告示日 H15.5.30（ＦＥのみ）

・実施機関 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀ協会
・ＭＯＵ締結日 Ｈ１３．8．24
・試験区分 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬ
・法務省告示日 H13.12.28

・実施機関 ＭＥＴＥＯＲ
・ＭＯＵ締結日 Ｈ17．1．5
・試験区分 基本情報技術者
※今後入国規制緩和手続き予定

・実施機関 ﾐｬﾝﾏｰｺﾝﾋﾟｭｰﾀ連盟
・ＭＯＵ締結日 Ｈ14．11．13
・試験区分 基本情報技術者
・法務省告示日 Ｈ16.8.27

・実施機関 電脳技能基金会他
・ＭＯＵ締結日 Ｈ15．12．2
（H17.4.25ＮＷ、H18.11.8SU
追加区分認証）

・試験区分 ｿﾌﾄｳｪｱ設計専門家
ﾈｯﾄﾜｰｸｴﾝｼﾞﾆｱ
情報セキュリティ
アドミニストレータ

・法務省告示日 Ｈ16.8.27

台湾台湾
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Ⅲー２．欧州におけるスキル標準の動向①

CEN (Comite Europeen de Normalisation / The European Committee for Standardization )

� １９６１年に欧州経済共同体とEFTA (European Free Trade Association：欧州自由貿易連合)による欧州１８
ケ国の標準化機関が参加し創設。

� 欧州規格（ＥＮ）を制定。欧州各国は、原則として欧州規格（ＥＮ）そのものを自国規格として採用する。

CEN/ISSS (Information Society Standardization System)

� 欧州共通のe-Competenceフレームワークの動き

� 既に確立している各国の標準を相互に認証していくことでEU全体の標準化を作る枠組み

EU以外にもオープンであり、2008/9/23のPlenary MeetingにてITスキル標準を紹介。
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（注）欧州標準化委員会は、１９８２年からは、非電気分野担当のＣＥＮと
電気分野担当のＣＥＮＥＬＥＣとの共同体制となっている。
通信分野は ＥＴＳＩが担当。

＜EUのアクティビティ＞
CEN（ＥＵの標準化団体）主導によるe-Competence Framework
CEPISによるEUのICT skillsの認定としてのEUCIP／ECDL
＜欧州主要国のアクティビティ＞
SFIA（英）／AITTS（独）／CIGREF （仏）

＜米国のアクティビティ＞
・政府系
NWCET（Bellevue Community College／NSF出資）
・業界団体
CompTIA（各種試験による認定）
・ベンダ/技術に中立のコンソーシアム
The Open Group（下記の認定プログラム）
IT Architects（ITAC：IT Architect Certification Program）
IT Specialists（ITSC：IT Specialist Certification Program）
各種ベンダー試験

ITスキル標準の
プレゼン機会
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２００７年９月

「e-Skills for the 21st Century：Fostering Competitiveness, Growth and Jobs」
（２１世紀におけるe-Skills：競争力強化、業務促進）を採択。

２００７年１１月

e-Skillsに関する長期戦略を採択。
（「この戦略を実行することは 新たなリスボン戦略の中でも非常に重要な取組である 」

Ⅲー３．欧州におけるスキル標準の動向②

欧州委員会において、ITに関するスキルの標準化についての議論が始まっている。
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（「この戦略を実行することは、新たなリスボン戦略の中でも非常に重要な取組である。」
（２００８年３月議長））

日本からは、独立行政法人情報処理推進機構ＩＴ人材育成本部ＩＴスキル標準センターが
出席し、我が国におけるＩＴ人材にかかるスキル等の可視化の取組み（ＩＴスキル標準の策
定等）について紹介を行った。

※European Commissionのホームページ等から引用

２００８年９月

フランスにおいて「Plenary meeting of the Workshop ＩＣＴ-Skills」が開催。

２００８年１０月

ギリシャにおいて「European e-Skills 2008 Conference」が開催。
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e-Competence

Skill Standards for
Information Technology

NWCET(米)

ヨーロッパ

日本

米国

ITに関わるスキル標準

スキル標準について、現状、世界統一規格は存在しない。
一部の職種（PM)は、 ISO化(PC236)の動きあり。
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Framework

SFIA
(英)

AITTS
(独)

Cigref
(仏)

共通キャリア
スキル

フレームワーク

ＩＴスキル
標準
（ＩＴＳＳ）

組込み
スキル標準
（ＥＴＳＳ）

情報システム
ユーザー
スキル標準
（ＵＩＳＳ）

情報処理
技術者試験

SFIA: Skills Framework for the Information Age
AITTS: Advanced IT Training System
CIGREF: Club Informatique des Grandes Entreprises Françaises
NWCET: National Workforce Centre for Emerging Technologies
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２００７年２月、プロジェクト・マネジメント手法について、米英が国際標準化しようとする動きを本格化。

日本では、独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）を母体として議論に参加し、標準化に大きく貢献。

ＩＳＯにおける会議の状況ＩＳＯにおける会議の状況

2007年10月：第１回会議（イギリス）
2008年 1月：ﾜｰｷﾝｸﾞﾄﾞﾗﾌﾄ第１版
2008年 4月：第２回会議（アメリカ）
2008年 7月：ﾜｰｷﾝｸﾞﾄﾞﾗﾌﾄ第２版

全体会合：英国・米国が共同議長

【国内対応委員構成（１２名）国内対応委員構成（１２名）】
学識経験者 ２名
日本プロジェクトマネジメント協会（PMAJ)
プロジェクトマネジメント協会（PMI）東京
情報サービス産業協会
日本情報システムユーザー協会
電子情報技術産業協会
プロジェクトマネジメント学会

＜検討体制＞
＜日本国内＞

(参考)ＩＳＯ ＰＣ２３６（プロジェクトマネジメント国際標準）

日本はアドバイザーの位置づけ
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2008年11月：第３回会議（ドイツ）
2009年 6月：第４回会議（日本）
2010年 1月：第５回会議（ブラジル）
：

2010年 ：国際規格（ISO21500）
として発行予定

ＷＧ１：用語 （議長:米国）

ＷＧ２：プロセス （議長:ドイツ）

ＷＧ３：ガイド （議長:英国）

エンジニアリング振興協会
独立行政法人情報処理推進機構 等
【オブザーバーオブザーバー】
・経済産業省（情報処理振興課、国際プラント室、
管理システム標準化室）

・国土交通省（建設振興課、住宅生産課）

日本会議では、重要事項について、

議論がとりまとめられる予定
日本は副議長の位置づけ

ＩＳＯ／ＰＣ２３６国内対応委員会ＩＳＯ／ＰＣ２３６国内対応委員会
（ＩＰＡ事務局）

第１回 2007.6.14
第２回 2007.7.17
第３回 2007.8.7
第４回 2007.9.27
第５回 2007.10.18
（第１回ロンドン会合）
第６回 2007.11.19
第７回 2008.3.7

第８回 2008.4.10
（第２回ﾜｼﾝﾄﾝ会合）
第９回 2008.8.6
第１０回 2008.9.29
第１１回 2008.11.3
（第３回ドイツ会合）
第１２回 2009.6.1
（第４回東京会合）
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Ⅳ．その他
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（OECDの状況、信頼性向上に向けた取組）
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２００６年５月のＯＥＣＤ閣僚理事会において二階経済産業大臣が本プロジェクトを提案し、
ＯＥＣＤ・ＣＩＩＥ（産業・イノベーション・起業委員会）の下に発足。
ソフトウェアのイノベーションに影響する技術、投資など様々な要因について分析。
イノベーションを促進するための競争政策、知的財産政策など政策アプローチのあり方を検討。

イノベーションプロジェクト概要

「ソフトウェア分野におけるイノベーション」

プロジェクトの第４回会合の位置づけ。

東京カンファレンス（第４回会合）（2008/10/6）

28

ジ ク 第 回会合 位置 け。

世界２４カ国から学識者、産業界、政府関係者が参加。

カンファレンスでは、各セッションにテーマを設定し、

ソフトウェアのイノベーションについて、世界各国の

産業界・学識者、政府関係者が幅広い立場から講演、

議論を行うとともに、ソフトウェアの信頼性向上に向けた

日本の取り組み等を紹介。

各セッションのテーマ

・基調講演：「ソフトウェア、これまでの変遷と未来」
・セッション１：「ソフトウェア開発企業が抱える課題とユーザーからのニーズを踏まえて描く今後の展望」
・セッション２：「ソフトウェア産業の構造変化がもたらす課題と新たな可能性」
・セッション３：「ソフトウェア産業におけるイノベーション創出に向けて～日・欧・米の課題と政策」

カンファレンスセッションの様子
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情報ｻｰﾋﾞｽ・ｿﾌﾄｳｪｱ小委員会

情報ｾｷｭﾘﾃｨ基本問題委員会

産構審情報経済分科会

報告

•各検討会の結果をインプット
•研究会での議論をフィードバック

第１検討テーマ（信頼性評価手法）

•信頼性ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ及び評価指標改訂検討会

第４検討テーマ （重要インフラ対応）

•重要インフラ情報システム信頼性研究会

第１検討テーマ （システムLSIセキュリ

ティ評価）

Ⅳー２．高度情報化社会における情報システム・ソフトウェアの信頼性及びセキュリ
ティに関する研究会について

高度情報化社会における情報ｼｽﾃﾑ・ｿﾌﾄｳｪｱの信頼性及びｾｷｭﾘﾃｨに関する研究会
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•信頼性モデル構築に関する調査研究
•情報システムの信頼性評価手法調査
•信頼性評価指標システムの構築

第２検討テーマ （取引適正化）

•情報システム・ソフトウェア取引高度化コン
ソーシアム

•パフォーマンスベース契約研究会

第３検討テーマ （共通認識支援ツール）

•機能要件の合意形成技法ＷＧ
•非機能要求グレード「ユーザビュー検討委員
会」

第５検討テーマ （メトリクス高度化）

•ソフトウェアメトリクスの国際標準と活用方法
の調査及び管理基準の策定

•ソフトウェアメトリクス・動向調査
•ソフトウェア・メトリクス高度化検討委員会（仮）

第６検討テーマ （ソフトウェア適合性評価）

•適合性評価制度委員会
•欧州におけるDependability&Securityの取組
等調査

システムLSI等のセキュリティ評価に関す
る評価体制の整備 等

•システムＬＳＩチップ評価技術検討ワーキ
ンググループ

第２検討テーマ （電子認証）

電子認証に関するガイドライン等

•電子認証に関する調査研究（仮）
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ご静聴ありがとうございました。
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http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/outline.html

経済産業省商務情報政策局
情報政策ユニットのページ


